
[ セグメント情報 ]

１．事業の種類別セグメント情報

当期（平成１３年４月１日～平成１４年３月３１日） （単位：百万円）
電気事業 情報通信事業 その他の事業 合　　計 消去又は全社 連　　結

 Ⅰ売上高及び営業損益
  売　上　高
 (1)外部顧客に対する売上高 2,509,564 28,814 113,217 2,651,597 － 2,651,597
 (2)セグメント間の内部 8,252 39,700 260,619 308,572 △ 308,572 － 

　   　　　計 2,517,817 68,515 373,836 2,960,169 △ 308,572 2,651,597
2,206,104 75,341 363,639 2,645,086 △ 312,801 2,332,284

 営 業 利 益 311,712 △   6,826 10,197 315,083 4,228 319,312
 Ⅱ資産、減価償却費及び資本的支出
  資 　 　産 7,098,474 123,757 498,961 7,721,193 △ 213,637 7,507,556
  減価償却費 396,084 12,137 22,556 430,778 △   9,204 421,573
  資本的支出 407,186 34,123 31,749 473,059 △   5,245 467,813

前期（平成１２年４月１日～平成１３年３月３１日） （単位：百万円）
電気事業 その他事業 合　　計 消去又は全社 連　　結

 Ⅰ売上高及び営業損益
  売　上　高
 (1)外部顧客に対する売上高 2,575,178 72,766 2,647,944 － 2,647,944
 (2)セグメント間の内部 6,273 221,434 227,707 △ 227,707 － 

　   　　　計 2,581,451 294,200 2,875,652 △ 227,707 2,647,944
2,245,374 290,070 2,535,444 △ 228,182 2,307,261

 営 業 利 益 336,077 4,130 340,208 474 340,682
 Ⅱ資産、減価償却費及び資本的支出
  資 　 　産 7,298,045 362,805 7,660,851 △ 110,029 7,550,821
  減価償却費 406,299 21,881 428,180 △   2,963 425,217
  資本的支出 478,097 14,106 492,203 △   2,676 489,527

（注）1.事業区分の方法
　　　  事業活動における業務の種類を勘案して区分している。

　　　(事業区分の方法の変更)

　　　2.各区分に属する主要な製品の名称等

事 業 区 分 主  要  な  製  品  ・  事  業  活  動
 電気事業 電力供給
 情報通信事業 第一種電気通信事業、電気通信設備の賃貸、第二種電気通信事業、計算業務・

ソフトウエア業務の受託、情報機器の賃貸
 その他の事業

廃棄物の収集・運搬・処分、鋼管柱、架線金物の製造・販売、不動産の運営管
理、事務室の賃貸、熱供給事業

前期（平成１２年４月１日～平成１３年３月３１日） （単位：百万円）
電気事業 情報通信事業 その他の事業 合　　計 消去又は全社 連　　結

 Ⅰ売上高及び営業損益
  売　上　高
 (1)外部顧客に対する売上高 2,575,178 16,688 56,077 2,647,944 － 2,647,944
 (2)セグメント間の内部 6,273 32,255 189,224 227,754 △ 227,754 － 

　   　　　計 2,581,451 48,944 245,302 2,875,698 △ 227,754 2,647,944
2,245,374 51,485 238,631 2,535,490 △ 228,228 2,307,261

 営 業 利 益 336,077 △   2,541 6,671 340,208 474 340,682
 Ⅱ資産、減価償却費及び資本的支出
  資 　 　産 7,298,045 90,449 272,412 7,660,907 △ 110,085 7,550,821
  減価償却費 406,299 11,340 10,540 428,180 △   2,963 425,217
  資本的支出 478,097 5,580 8,526 492,203 △   2,676 489,527

    売上高又は振替高

    売上高又は振替高

電気工事及び土木建築工事等の請負、自動車の修理・販売・賃貸、機器の賃貸、

    売上高又は振替高

 従来、「電気事業」「その他事業」の２区分で表示していたが、グル－プ事業の展開をより適切に把握するた
め、情報通信事業の重要性を考慮し、当期より、「その他事業」に含まれていた「情報通信事業」の区分を設
け、「電気事業」「情報通信事業」「その他の事業」の３区分に変更した。

　  なお、前期のセグメント情報を当期において用いた事業区分の方法により区分すると次のようになる。

営 業 費 用

営 業 費 用

営 業 費 用



２．所在地別セグメント情報

当期（平成13年4月1日～平成14年3月31日）

前期（平成12年4月1日～平成13年3月31日）

３．海外売上高

当期（平成13年4月1日～平成14年3月31日）

前期（平成12年4月1日～平成13年3月31日）

本邦以外の国または地域に所在する連結子会社がないため、該当事項はない。

海外売上高は存在しないため、該当事項はない。

　　　連結子会社の所在する本邦以外の国または地域における売上高が、連結売上高の10％未満であるため、
　　その記載を省略している。

海外売上高が、連結売上高の10％未満であるため、その記載を省略している。


